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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。

決算短信（宝印刷） 2019年02月06日 16時42分 3ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



目 次

頁

【表紙】 ……………………………………………………………………………………………………………………… １

第一部 【企業情報】……………………………………………………………………………………………………… ２

第１ 【企業の概況】…………………………………………………………………………………………………… ２

１ 【主要な経営指標等の推移】………………………………………………………………………………… ２

２ 【事業の内容】………………………………………………………………………………………………… ２

第２ 【事業の状況】…………………………………………………………………………………………………… ３

１ 【事業等のリスク】…………………………………………………………………………………………… ３

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】………………………… ３

３ 【経営上の重要な契約等】…………………………………………………………………………………… ４

第３ 【提出会社の状況】……………………………………………………………………………………………… ５

１ 【株式等の状況】……………………………………………………………………………………………… ５

２ 【役員の状況】………………………………………………………………………………………………… ６

第４ 【経理の状況】…………………………………………………………………………………………………… ７

１ 【四半期連結財務諸表】……………………………………………………………………………………… ８

２ 【その他】……………………………………………………………………………………………………… 16

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………………………… 17

四半期レビュー報告書

確認書

決算短信（宝印刷） 2019年02月06日 16時42分 4ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月13日

【四半期会計期間】 第107期第３四半期(自 平成 30年10月 １日 至 平成30年12月31日)

【会社名】 図書印刷株式会社

【英訳名】 Tosho Printing Company, Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 川 田 和 照

【本店の所在の場所】 東京都北区東十条三丁目10番36号

【電話番号】 03(5843)9700(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員財務本部長兼管理部長 塩 谷 晶 正

【最寄りの連絡場所】 東京都北区東十条三丁目10番36号

【電話番号】 03(5843)9839

【事務連絡者氏名】 執行役員財務本部長兼管理部長 塩 谷 晶 正

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

決算短信（宝印刷） 2019年02月06日 16時42分 5ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期

第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 38,513 37,966 53,684

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △58 △186 577

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) 711 △121 875

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 9,677 △296 8,658

純資産額 (百万円) 76,963 74,789 75,943

総資産額 (百万円) 109,601 105,970 107,593

１株当たり四半期(当期)純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

(円) 16.62 △2.83 20.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.4 69.6 69.6

回次
第106期

第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 14.90 14.47

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　（教育ソリューション事業）

　当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが、

株式会社シー・ティー・エスの全株式を取得したことに伴い、同社を連結子会社にしております。

　この結果、平成30年12月31日現在では、当社グループは、当社、親会社、子会社８社により構成されることとなり

ました。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

ａ．財政状態

当第３四半期末の総資産は前連結会計年度末に比べ、16億２千２百万円減少し、1,059億７千万円となりました。

流動資産は、47億２千８百万円減少し、412億１千９百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金と有

価証券の減少によるものです。

固定資産は、31億５百万円増加し、647億５千１百万円となりました。これは主に、のれんと投資有価証券の増加

によるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ４億６千７百万円減少し、311億８千１百万円となりました。

流動負債は、６億３千２百万円減少し、172億円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少によるも

のです。

固定負債は、１億６千４百万円増加し、139億８千万円となりました。これは主に、繰延税金負債の増加によるも

のです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ11億５千４百万円減少し、747億８千９百万円となりました。これは主に、利

益剰余金の減少によるものです。

　

ｂ．経営成績

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や個人消費、雇用環境の改善が続き、緩やかな回復

基調で推移しました。一方海外経済の不確実性の高まりなどを受け、景気の先行きは依然として不透明な状況が継

続しております。

　印刷業界におきましては、電子書籍やインターネット広告の増加によるペーパーメディア需要の減少により、厳

しい経営環境が継続しました。

このような環境の中で当社グループは、情報に付加価値を提供してお客様へ届ける「情報をデザインする企業」

への変革を目指し、平成29年２月に公表しました中期経営計画に掲げた「市場変化を見据えた事業構造転換」「新

しい市場創出に向けた積極投資」「文化・教育分野の事業領域拡大」について取り組んでまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は379億６千６百万円（前年同期比

1.4％減）、売上総利益は64億４千６百万円(前年同期比10.4％増)、営業損失は７億４百万円（前年同期は営業損失

５億９千１百万円）、経常損失は１億８千６百万円（前年同期は経常損失５千８百万円）、親会社株主に帰属する

四半期純損失は１億２千１百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益７億１千１百万円）となりまし

た。

なお、当社は教育ソリューション事業の多面的発展を図るため、平成30年10月30日に、当社の連結子会社である

株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが、企業向け語学研修サービスを提供しております株式会社シ

ー・ティー・エスの全株式を取得し子会社化（当社の孫会社化）いたしました。同社と学校図書株式会社及び株式

会社桐原書店が持つ学習コンテンツの編集ノウハウや、当社が持つ販売チャネルやシステム開発力を掛け合わせる

ことで大きなシナジーを発揮し、当社グループ全体の企業価値向上を目指してまいります。詳細につきましては

「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

(情報デザイン事業)

情報デザイン事業セグメントは、出版印刷分野とマーケティング分野から構成されております。

出版印刷分野では、コミック、雑誌などが減少した結果、売上高は227億３千２百万円(前年同期比5.4％減)と

なりました。

マーケティング分野では、カタログ・パンフレット、ＰＯＰなどが増加したものの、リーフ・チラシなどが減

少した結果、売上高は121億５千３百万円(前年同期比4.6％減)となりました。

その結果、当事業の売上高は、348億８千５百万円(前年同期比5.1％減)、セグメント利益は２千５百万円（前

年同期はセグメント損失２億６千９百万円）となりました。

(教育ソリューション事業)

教育ソリューション事業では、平成29年11月より株式会社桐原書店を、平成30年11月より株式会社シー・ティ

ー・エスを連結子会社化した結果、売上高は30億８千万円(前年同期比75.9％増)、セグメント損失は７億２千１

百万円（前年同期はセグメント損失３億１千９百万円）となりました。

(注)消費税等の処理方法は税抜方式によっているため、記載している金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５千６百万円であります。

当第３四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,133,904 43,133,904
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 43,133,904 43,133,904 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年12月31日 ― 43,133 ― 13,898 ― 12,992

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 351,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,707,100 427,071 ―

単元未満株式 普通株式 75,004 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 43,133,904 ― ―

総株主の議決権 ― 427,071 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権40個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が６株含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

図書印刷株式会社
東京都北区東十条3-10-36 351,800 ― 351,800 0.81

計 ― 351,800 ― 351,800 0.81

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,086 5,035

受取手形及び売掛金 ※ 17,433 ※ 15,077

有価証券 20,900 17,801

商品及び製品 700 741

仕掛品 950 1,468

原材料及び貯蔵品 493 552

その他 421 556

貸倒引当金 △39 △14

流動資産合計 45,947 41,219

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,902 18,935

減価償却累計額 △10,595 △10,909

建物及び構築物（純額） 8,307 8,025

機械装置及び運搬具 19,380 19,342

減価償却累計額 △14,919 △14,835

機械装置及び運搬具（純額） 4,461 4,507

工具、器具及び備品 1,279 1,296

減価償却累計額 △1,070 △1,041

工具、器具及び備品（純額） 208 255

土地 6,680 6,662

リース資産 ― 5

減価償却累計額 ― △0

リース資産（純額） ― 5

建設仮勘定 ― 326

有形固定資産合計 19,657 19,782

無形固定資産

のれん 496 1,464

その他 323 798

無形固定資産合計 820 2,262

投資その他の資産

投資有価証券 40,801 42,205

繰延税金資産 201 327

その他 301 241

貸倒引当金 △136 △67

投資その他の資産合計 41,167 42,706

固定資産合計 61,645 64,751

資産合計 107,593 105,970
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 6,274 ※ 5,055

電子記録債務 ※ 7,565 ※ 8,205

未払法人税等 210 102

未払消費税等 405 222

賞与引当金 543 194

役員賞与引当金 39 26

返品調整引当金 77 38

設備関係支払手形 ※ 537 ※ 735

その他 2,180 2,621

流動負債合計 17,833 17,200

固定負債

長期借入金 350 351

役員退職慰労引当金 454 518

退職給付に係る負債 2,666 2,686

資産除去債務 116 122

繰延税金負債 10,224 10,292

その他 3 8

固定負債合計 13,815 13,980

負債合計 31,649 31,181

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金 16,489 16,489

利益剰余金 18,588 17,611

自己株式 △209 △210

株主資本合計 48,767 47,789

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25,866 25,849

為替換算調整勘定 0 △0

退職給付に係る調整累計額 206 154

その他の包括利益累計額合計 26,073 26,004

非支配株主持分 1,103 995

純資産合計 75,943 74,789

負債純資産合計 107,593 105,970
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 38,513 37,966

売上原価 32,677 31,520

売上総利益 5,836 6,446

販売費及び一般管理費

運搬費 1,787 1,576

役員報酬及び給料手当 2,835 3,261

賞与引当金繰入額 78 58

役員賞与引当金繰入額 29 26

退職給付費用 70 104

役員退職慰労引当金繰入額 61 67

貸倒引当金繰入額 52 △82

のれん償却額 14 82

その他 1,496 2,054

販売費及び一般管理費合計 6,427 7,150

営業損失（△） △591 △704

営業外収益

受取利息 7 7

受取配当金 493 389

その他 59 149

営業外収益合計 561 546

営業外費用

支払利息 5 2

投資事業組合運用損 19 19

その他 4 7

営業外費用合計 28 29

経常損失（△） △58 △186

特別利益

固定資産売却益 40 29

投資有価証券売却益 748 0

退職給付制度改定益 271 ―

特別利益合計 1,059 29

特別損失

固定資産除売却損 146 10

固定資産撤去費用 38 ―

投資有価証券売却損 ― 6

退職特別加算金 43 89

その他 17 ―

特別損失合計 246 106

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

754 △264

法人税、住民税及び事業税 21 △12

法人税等調整額 40 △25

法人税等合計 61 △38

四半期純利益又は四半期純損失（△） 693 △225

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △18 △104

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

711 △121
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 693 △225

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8,998 △17

為替換算調整勘定 △0 △1

退職給付に係る調整額 △14 △52

その他の包括利益合計 8,984 △70

四半期包括利益 9,677 △296

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 9,673 △190

非支配株主に係る四半期包括利益 4 △106
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【注記事項】

(連結の範囲の重要な変更)

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディング

スが、株式会社シー・ティー・エスの全株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。

　

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 229百万円 201百万円

支払手形 47百万円 43百万円

電子記録債務 428百万円 315百万円

設備関係支払手形 209百万円 34百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 1,321百万円 1,285百万円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 342 ４ 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 855 20 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

(注) 平成30年３月期期末配当金の内訳 普通配当8円00銭 特別配当12円00銭
　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

情報デザイン
事業

教育
ソリューション

事業
合計

売上高

外部顧客への売上高 36,761 1,752 38,513 ― 38,513

セグメント間の内部
売上高又は振替高

498 ― 498 △498 ―

計 37,260 1,752 39,012 △498 38,513

セグメント損失(△) △269 △319 △588 △2 △591

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

教育ソリューション事業のセグメントにおいて、当社が株式会社桐原書店の株式の51％を取得したことにより、

同社及びその海外子会社２社を当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。これにより、前連結

会計年度の末日に比べ、「教育ソリューション事業」のセグメント資産が1,746百万円増加しております。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △588

セグメント間取引消去 △2

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △591

　

４．報告セグメントごとののれんに関する情報

教育ソリューション事業のセグメントにおいて、当社が株式会社桐原書店の株式の51％を取得したことにより、

同社及びその海外子会社２社を当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。当該事象によるのれ

んの増加額は、当第３四半期連結累計期間において532百万円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

情報デザイン
事業

教育
ソリューション

事業
合計

売上高

外部顧客への売上高 34,885 3,080 37,966 ― 37,966

セグメント間の内部
売上高又は振替高

726 14 741 △741 ―

計 35,612 3,095 38,707 △741 37,966

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

25 △721 △696 △7 △704

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △696

セグメント間取引消去 △7

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △704

　

３．報告セグメントごとののれんに関する情報

教育ソリューション事業のセグメントにおいて、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホール

ディングスが、株式会社シー・ティー・エスの全株式を取得したことにより、同社を当第３四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において1,050百万

円であります。なお、当第３四半期連結会計期間末においては、取得原価の配分が完了していないため、のれんの

金額は暫定的に算定された額であります。
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(企業結合等関係)

（連結子会社による株式取得（孫会社化））

平成30年10月30日に、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが、株式会社

シー・ティー・エスの全株式を取得し、子会社化（当社の孫会社化）いたしました。

　

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の概要

被取得企業の名称 株式会社シー・ティー・エス

事業の内容 企業向け語学研修サービス

(2)企業結合を行った主な理由

教育ソリューション事業の多面的発展を図るため。

(3)企業結合日

平成30年10月30日（株式取得日）

　平成30年10月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称

変更はありません。

(6)取得した議決権比率

100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが被取得企業の議決権の100％を

取得したため、取得企業となります。

　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　 平成30年11月1日から平成30年12月31日まで

　

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,320百万円

取得原価 1,320百万円

　

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　 アドバイザリー費用 29百万円

　

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　 ①発生したのれんの金額 1,050百万円

　 なお、上記の金額は暫定的に算定された金額であります。

　 ②発生原因 主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

　 ③償却方法及び償却期間 10年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

16円62銭 △2円83銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は

　 親会社株主に帰属する
　 四半期純損失（△）

(百万円) 711 △121

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
　 帰属する四半期純利益又は
　 普通株式に係る親会社株主に
　 帰属する四半期純損失（△）

(百万円) 711 △121

普通株式の期中平均株式数 (千株) 42,785 42,782

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成31年２月13日

図書印刷株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 田 秀 敏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 幸 児 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている図書印刷株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、図書印刷株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月13日

【会社名】 図書印刷株式会社

【英訳名】 Tosho Printing Company,Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 川 田 和 照

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役 矢 野 誠 之

【本店の所在の場所】 東京都北区東十条三丁目10番36号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長川田和照及び当社最高財務責任者矢野誠之は、当社の第107期第３四半期（自 平成30年10月１

日 至 平成30年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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